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平成３１年度リーディング企業成長助成補助金交付要項 

 

 （趣旨） 

第１条 この補助金は、中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項の中小企業者をいう。）の事業化に向けた新規性を有する技術開発

及びその技術を活かした商品等の事業化展開に係る取組みを支援するとともに、

県内産業を牽引する中核的企業を育成することにより、高付加価値を生み出す稼

げる企業の創出を実現し、もって熊本県の経済の上昇を図ることを目的に、予算

の範囲内において交付するものとする。 

 

 （補助金の交付対象） 

第２条 補助金の交付対象となる企業は、この補助金の交付の決定が行われる日以前にリ

ーディング企業若しくはリーディング育成企業として熊本県知事（以下「知事」という。）

の認定を受けた企業とする。 

２ 前項の知事の認定を受けた企業は、認定期間中においては、毎年度この補助金の交付

申請をすることができる。ただし、補助金の交付は、１年度につき１回限りとする。 

 

３ 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当する事業であって、こ

の補助金の申請を行う年度内に完了するものとする。 

（１）新技術・新商品開発事業 

ア 新技術の研究開発事業 

イ 新商品の試作、改良事業 

ウ 新商品のデザイン等の改善事業 

エ 新商品の求評事業 

オ その他新技術・新商品開発のために財団が適当と認める事業 

（２）販路開拓事業 

ア 展示会の開催、見本市等への参加 

イ 専門コンサルタントの委嘱等により行う販路開拓に関する調査及び指導 

ウ 広報及び品質表示等の事業 

エ その他販路開拓のために財団が適当と認める事業 

 （３）生産性向上事業 

  ア 設備導入による生産設備の強化 

  イ 他社特許の利用等による生産技術の強化 

  ウ その他生産性向上のために財団が適当と認める事業 

 

 （補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費は、次の事業の区分に応じて定める右欄のとおりとする。 

新技術・新商品開発事業 
謝金、旅費、直接人件費、研究開発費、事務費、委託費、

設備導入費、特許使用料 

販路開拓事業 謝金、旅費、事務費、委託費 

生産性向上事業 謝金、旅費、事務費、委託費、設備導入費、特許使用料 

 

（補助率及び補助金の限度額） 

第４条 補助の対象となる経費に係る補助率及び補助金の限度額は、次のとおりとする。 
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補助率 補助対象経費の３分の２以内 

補助金の限度額 １，０００万円 

 

 （補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする者は、次に掲げる事項を記載した平成３１年

度リーディング企業成長助成補助金交付申請書（別記様式第１号）を、公益財団法

人くまもと産業支援財団理事長（以下「理事長」という。）に提出しなければな

らない。 

 （１）申請者の氏名又は名称及び住所 

 （２）補助を受けようとする事業の名称及び目的 

 （３）補助を受けようとする事業の内容及び経費の配分 

 （４）交付を受けようとする補助金の額及びその算出の基礎 

 （５）その他理事長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）事業計画書（別記様式第２号） 

（２）収支予算書（別記様式第３号） 

（３）その他理事長が必要と認める書類 

３ 第1項の申請書及び前項の添付書類の提出部数は、それぞれ２部とする。 

４ 補助事業者（第２条第３項各号に規定する事業を行う者をいう。以下同じ。）

は、前条の申請をする場合において、補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額

(補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

(昭和６３年第１０８号)に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消

費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。)があり、かつ、その金額が明らかなときは、これを減額した額で申請しなけ

ればならない。 

 

 （補助金の交付の決定等） 

第６条 理事長は、前条第１項の補助金の申請について、申請内容の審査を行い、交付の

決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件

を補助金の交付を申請した者に対し、平成３１年度リーディング企業成長助成補助金交

付決定通知書(別記様式第４号)により通知するものとする。 

２ 前項の審査に係る手続き、方法その他の事項については、別に定める。 

 

 （補助事業の内容等の変更） 

第７条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けた後、補助事業の内容等について、

著しい変更が生じたときは、平成３１年度リーディング企業成長助成補助金変更申請

書（別記様式第５号）に事業変更計画書（別記様式第６号）を添えて、速やかに理事長

に提出しなければならない。 

２ 前項の著しい変更は、事業の主要な部分の変更若しくは第３条の事業の区分に応じ

て定める右欄の経費の費目毎の金額又は助成総額の２０パーセントを超える変更とす

る。 

３ 理事長は、前項の規定により変更申請書の提出があった場合において、当該変

更申請書に係る変更の内容等が適正であると認めたときは、その承認をすること
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ができる。この場合において、補助金の交付決定額の変更を必要とするときは、

平成３１年度リーディング企業成長助成補助金変更交付決定通知書（別記様式第

７号）により、補助金の交付決定額の変更を必要としないときは、平成３１年度

リーディング企業成長助成補助金変更計画承認通知書（別記様式第８号）により、

補助事業者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付を申請した者は、前２条の規定による通知を受けた場合にお

いて、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に不服が

あるときは、通知を受けた日から起算して１０日を経過する日までに、申請の取

下げをすることができる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、平成３１年

度リーディング企業成長助成補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書（別記

様式第９号）を理事長に提出し、その承認を得なければならない。 

 

 （補助事業の遅延等の報告） 

第１０条  補助事業者は、補助事業を予定の期間内に完了することができないとき、

又は補助事業の遂行が困難になったときは、平成３１年度リーディング企業成長

助成補助金に係る補助事業等遅延報告書（別記様式第１０号）を速やかに理事長

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

 （状況報告） 

第１１条 理事長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の

遂行状況について報告を求めることができる。この場合において、補助事業者は、

補助金の交付の決定のあった会計年度（以下「当該会計年度」という。）の１０

月２０日現在における補助事業の遂行状況について、平成３１年度リーディング

企業成長助成補助金遂行状況報告書（別記様式第１１号）により、当該会計年度

の１０月末日までに理事長に提出するものとする。 

 

 （実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（第９条の規定により補助事業

の廃止の承認を受けたときを含む。）は、平成３１年度リーディング企業成長助

成補助金実績報告書補助事業実績報告書（別記様式第１２号）を提出しなければ

ならない。 

２ 前項の実績報告書には､次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）平成３１年度リーディング企業成長助成補助金事業実績書（別記様式第１３号） 

（２）積算明細書（別記様式第１４号） 

（３）収支精算書（別記様式第３号を準用する。） 

３ 第１項の実績報告書は、補助事業の完了の日から起算して１月を経過した日又

は当該会計年度の１月末日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。 

 

 （補助金の額の確定） 

第１３条 理事長は、補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果を受けた場合におい
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ては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る

補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するもので

あるかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、平成３１

年度リーディング企業成長助成補助金交付確定通知書（別記様式第１５号）により、当

該補助事業者に通知するものとする。 

 

 （補助金の請求等） 

第１４条 補助事業者は、補助金の請求をしようとするとき（補助金の概算払いを受けよ

うとするときを含む。）は、前条の規定により交付する補助金交付確定通知書を受理し

た後に、平成３１年度リーディング企業成長助成補助金交付請求書（別記様式第１６号）

を、概算払いを受けようとするときは、平成３１年度リーディング企業成長助成補助金

概算払請求書（別記様式第１７号）を、理事長に提出するものとする。 

 

 （財産の管理・処分の制限等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下

「取得財産等」という。）について、補助事業の完了後も取得財産等管理台帳（別

記様式第１８号）を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をも

って管理しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の取得財産等については、あらかじめ理事長の承認を受け

ないで、補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供（以下、本条において、「処分」という。）してはならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれにも該当するときは、補助事業者

は、取得財産等を処分することができる。 

 （１）消費税及び地方消費税を除く取得財産等の価格が、５０万円未満であるこ

と。 

 （２）処分をしようとする時期が、当該処分しようとする取得財産等を取得した

時点から計算して、当該取得財産等に係る耐用年数（減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）第１条に定める耐用年数

をいう。）を経過していること。 

４ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、平成３１年度リーディン

グ企業成長助成補助金に係る補助事業財産処分承認申請書（別記様式第１９号）

により申請するものとする。 

５ 理事長は、第３項の承認に係る取得財産等の処分をしたことにより収入が生じ

たときは、その収入の全部又は一部を理事長が指定する口座に納付させることが

できる。 

 

 （証拠書類の保管） 

第１６条 補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出に係る証拠書類を、補助事業が完了した日の翌日から起算して５年間

保管しなければならない。 

 

 （県規則の準用） 

第１７条 熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」とい

う。）第５条第１項、第９条、第１２条、第１５条、第１７条第１項、同条第３項及び

第４項、第１８条、第１９条、第２０条の２及び第２２条の規定は、この交付要項にお
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いて準用する。この場合において、「知事」とあるのは「理事長」と、「補助金等」及

び「補助金等又は間接補助金等」とあるのは「補助金」と、「補助事業等」とあるのは

「補助事業」と、「補助事業者等」、「補助事業者等又は間接補助事業者等」及び「補

助事業者等若しくは間接補助事業者等」とあるのは「補助事業者」と、規則第９条第３

項中「第６条」とあるのは「第６条第１項」と、規則第１５条第２項中「第１３条」と

あるのは「第１２条」と、規則第１７条第３項中「前２項」とあるのは「規則第１７条

第１項」と、規則第１７条第４項中「第６条」とあるのは「第６条第１項」と、同項中

「第１項又は第２項」とあるのは「規則第１７条第１項」と、規則第１９条第１項中「第

１７条第１項」とあるのは「規則第１７条第１項」と、同条中「県」とあるのは「理事

長が指定する口座」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

 （実施結果の事業化） 

第１８条 補助事業者は、補助を受けて実施した事業について、補助事業完了後も、

その事業化に努めなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する年度（４月１日から翌年３月３

１日までの期間をいう。以下同じ。）の終了した後５年間について、年度ごとの

当該補助事業に係る過去１年間の事業化の状況について、平成３１年度リーディ

ング企業成長助成補助金に係る事業化状況報告書（別記様式第２０号）により理

事長に報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、前項の報告をしたときは、その証拠となる書類を当該報告した

日の属する年度の終了した後、５年間保存しなければならない。 

 

  （産業財産権等に関する届出） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に基づく発明（特許法（昭和３４年法律第１２

１号）第２条第１項に規定する発明をいう。）又は考案（実用新案法（昭和３４

年法律第１２３号）第２条第１項に規定する考案をいう。）に関する特許権、実

用新案権又は意匠権等（以下「産業財産権等」という。）を、補助事業を実施し

た年度又は補助事業を終了した後５年以内に出願若しくは取得した場合又はそ

れらの権利を譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく平成３１年

度リーディング企業成長助成補助金に係る産業財産権等取得等届出書（別記様式

第２１号）により、理事長に届け出なければならない。 

 

  （収益納付） 

第２０条 理事長は、補助事業者が補助を受けて実施した事業を事業化し、産業財

産権等を譲渡し、又は実施権を設定し、若しくは補助事業の実施結果を第三者に

供与することにより補助事業者に収益が生じたと認めるときは、当該補助事業者

に対し、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を理事長が指定する口座

に納付させることができる。 

 

  （成果の発表） 

第２１条  理事長は、補助金の交付を受けて行った事業の成果について、必要があ

ると認めるときは、当該補助事業者に成果を発表させることができる。 

 

  （雑則） 

第２２条  この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
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   附 則 

この要項は、平成３１年４月２６日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


